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研究要旨 
本研究班ではがん検診の利益・不利益等の適切な情報提供を目的として、がん検診に係

わる専門家向けのe-learningを作成している。このコンテンツは、世界保健機構（WHO）
が作成した「スクリーニングプログラム：ガイドブック」の内容にそって作成したが、こ
のe-learningを受講することで、がん検診の利益・不利益に関する正確な知識の習得がで
きるかどうかを確認する必要がある。今回、当研究班で作成したe-learningの受講により、
知識の習得が可能か、e-learningの中で部分的に挿入する知識確認のためのテスト内容が
妥当なものであるかについて確認することを目的に調査を行った。 
弘前大学医学部医学科４年生を対象とし、社会医学講座の講義の一環として実施した。

学生に約50分のe-learningを視聴してもらい、視聴前後で○×で回答できる21問の問題
（表1）に解答してもらい、正答率を前後で比較した。 
視聴前の正答率が低かったのは、「スクリーニングでは利益を受ける人より不利益を受

ける人の方が多い」（正答率：11.0%）、「症状のある者はスクリーニングの対象者ではな
い」（18.3%）、「スクリーニング検査は多くの疾患を発見する」（22.0%）、「希少疾患でも
スクリーニングの対象とすることがある」（35.8%）であった。また、これらの項目は視
聴後にはそれぞれ65.1%、77.1%、67.0%、78.9%と大きく改善した。多くの知識につい
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てe-learningの視聴前に比べて視聴後に正答率が改善し、e-learningの視聴によって、検診
の利益・不利益に関する知識を習得することができることが示唆された。 

 
A． 研究目的 
本研究班ではがん検診の利益・不利益等

の適切な情報提供を目的として、がん検診
に係わる専門家向けのe-learningを作成し
ている。このコンテンツは、世界保健機構
（WHO）が作成した「スクリーニングプロ
グラム：ガイドブック」の内容にそって作成
したが、このe-learningを受講することで、
がん検診の利益・不利益に関する正確な知
識の習得ができるかどうかを確認する必要
がある。今回、当研究班で作成した e-
learningの受講により、知識の習得が可能か、
e-learningの中で部分的に挿入する知識確
認のためのテスト内容が妥当なものである
かについて確認することを目的に調査を行
った。 

 
B． 研究方法 
本調査は、弘前大学医学部医学科４年生

を対象とし、社会医学講座の講義の一環と
して実施した。約50分のe-learningの視聴前
後で学生に○×で回答できる21問の問題
（表1）に解答してもらい、正答率を前後で
比較した。なお、e-learningの視聴前に予め
調査の趣旨を説明し、回答を行うかどうか
の判断は学生個人の任意とした。また、回答
者の氏名等の個人情報は一切収集せずに実
施した。同一人からの視聴前後の回答であ
ることが確認できるように、事前質問と事
後質問を裏表に印刷した調査用紙を用いた。 
 
表1. 検診の利益・不利益に関する質問（21
問）とその回答 
番号 質問 回答 

1 スクリーニング検査は、
検査の対象部位に存在す
るさまざまな疾患を発見
する手段である。 

× 

2 スクリーニング検査に

より、疾患に罹患してい

るかどうかが判明する。 

× 

3 対象疾患に関連する症

状を有する者は、スクリ

ーニングの対象者では

ない。 

○ 

4 前駆病変の発見による

対象疾患の罹患率低下

をスクリーニングの目

的とすることがある。 

○ 

5 治療効果が確立されて

いない疾患において、有

病者を特定し、治療を促

すことをスクリーニン

グの目的とすることが

ある。 

× 

6 公衆衛生の疾患対策と

して、スクリーニングの

目的や実施体制を公的

に指針等で文書化して

対象者に明示する必要

がある。 

○ 

7 罹患率の低いいわゆる

稀少疾患でも、公衆衛生

の疾患対策としてスク

リーニングの対象とす

ることがある。 

× 

8 スクリーニングを行う

には、その対象疾患を診

○ 
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断する有効な検査方法

が確立していなければ

ならない。 
9 スクリーニングの対象

者数や予想される精密

検査数は、プログラムを

開始する前にはわから

ないので、実施しながら

把握して調整する。 

× 

10 スクリーニング検査の

結果は、陽性（疾患疑い

あり）者にも陰性（疾患

疑いなし）者にも必ず本

人に通知しなければな

らない。 

○ 

11 感度はスクリーニング

検査の精度を評価する

指標の一つであり、陽性

（疾患疑いあり）の者の

うち、対象疾患に罹患し

ていた者の割合のこと

である。 

× 

12 スクリーニング検査の

精度指標である感度（疾

患に罹患している者を

正しく判定する指標）と

特異度（疾患に罹患して

いない者を誤判定しな

い指標）はtrade-offの

関係にあり、両者を同時

に高くすることはでき

ない。 

○ 

13 スクリーニング検査は

陽性だったが疾患に罹

患していなかった者（偽

陽性者）が多いスクリー

ニングは、不利益の多い

○ 

スクリーニングである。 
14 スクリーニングのもっ

とも大きな利益は、対象

疾患を早期に発見し、そ

の疾患での死亡や障害

を予防することである。 

○ 

15 スクリーニング結果は真
陽性、偽陽性、真陰性、偽
陰性に分類されるが、真
陽性（対象疾患が発見さ
れた場合）以外は不利益
が伴う。 

× 

16 過剰診断は無治療のまま
でも他疾患で死亡するま
で症状が出現しない「が
ん」を発見することに起
因する不利益であり、高
齢者に特異的なものであ
る。 

× 

17 スクリーニング受診者で
は、スクリーニングの主
な利益を受ける人の数よ
り不利益を受ける人の数
の方が圧倒的に多い。 

○ 

18 あらかじめ決められた定
義（閾値、所見など）で陰
性判定であったとして
も、医師が要請にすべき
であると判断した場合
は、総合的な判断でスク
リーニング陽性とするこ
とは許容される。 

× 

19 高い受診率が見込まれる
者の、資金や人材を継続
的に供給できないスクリ
ーニングプログラムは、
開始すべきではない。 

○ 
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20 治療技術の発達によって
対象疾患の予後が改善し
た場合などで、スクリー
ニングプログラムの有効
性が低下することがあ
る。 

○ 

21 スクリーニング受診者群
と非受診者群の生存率の
比較は、スクリーニング
開始後にプログラムの有
効性を短期間で評価でき
る。 

× 

 
（倫理面への配慮） 
本研究について、青森県立中央病院倫理

審査委員会に申請し、承認を得た。 
 
C．結果 
弘前大学医学部医学科３年生は125名お

り、回答者は109名（87.2%）であった。 
正解した平均問題数は、21問中、視聴前

は12.4問（95%信頼区間：11.9-13.0）、視聴
後は16.6問（16.0-17.1）と大きく改善した。 
項目別での正答率（正解者の割合）を表2

に示した。 
 
表 2. 検診の利益・不利益に関する質問の正
答率（視聴前後） 
番号 視聴前 視聴後 

1 22.0% 67.0% 
2 79.8% 93.6% 
3 18.3% 77.1% 
4 89.0% 94.5% 
5 40.4% 75.2% 
6 91.7% 91.7% 
7 35.8% 78.9% 

8 67.9% 90.8% 
9 46.8% 66.1% 
10 79.8% 89.9% 
11 42.2% 51.4% 
12 44.0% 89.0% 
13 59.6% 85.3% 
14 99.1% 95.4% 
15 82.6% 61.5% 
16 80.7% 55.0% 
17 11.0% 65.1% 
18 49.5% 67.0% 
19 70.6% 91.7% 
20 58.7% 88.1% 
21 74.3% 84.4% 

 
１）視聴前の正答率 
 視聴前の正答率が40%未満であったのが
4問、40%以上60%未満であったのが7問、
60%以上80%未満であったのが5問、80%以
上であったのが5問であった。正答率が低か
ったのは、「スクリーニングでは利益を受け
る人より不利益を受ける人の方が多い」（正
答率：11.0%）、「症状のある者はスクリーニ
ングの対象者ではない」（18.3%）、「スクリ
ーニング検査は多くの疾患を発見する」
（22.0%）、「希少疾患でもスクリーニング
の対象とすることがある」（35.8%）であっ
た。反対に正答率が高かったのは、「スクリ
ーニングのもっとも大きな利益は対象疾患
の死亡や障害予防である」（99.1%）、「公衆
衛生の疾患対策として、スクリーニングの
目的や体制を公的に指針等で文書化して示
す必要がある」（91.7%）、「前駆病原の発見
による罹患率の低下を目的とすることがあ
る」（89.0%）、「スクリーニングの結果は真
陽性以外の結果にも不利益はある」
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（82.6%）、「過剰診断は高齢者に特異的な
ものである」（80.7%）であった。 
 
２）視聴後の正答率の改善 
視聴前の正答率がもっとも悪かった4問

はすべて視聴後には大きく改善しており、
「スクリーニングでは利益を受ける人より
不利益を受ける人の方が多い」（11.0%→
65.1%）、「症状のある者はスクリーニング
の対象者ではない」（18.3%→77.1%）、「ス
クリーニング検査は多くの疾患を発見する」
（22.0%→67.0%）、「希少疾患でもスクリー
ニングの対象とすることがある」（35.8%→
78.9%）であった。その他の項目においても
ほとんどの項目で正答率は改善していたが、
「スクリーニングのもっとも大きな利益は
対象疾患の死亡や障害予防である」（99.1%
→95.4%）、「スクリーニングの結果は真陽
性以外の結果にも不利益はある」（82.6%→
61.5%）、「過剰診断は高齢者に特異的なも
のである」（80.7%→55.0%）と悪くなった
質問もあった。 

 
D．考察 
 多くの知識についてe-learningの視聴前
に比べて視聴後に正答率が改善し、 e-
learningの視聴によって、検診の利益・不利
益に関する知識を習得することができるこ
とが示唆された。一方、視聴前の正答率が良
かった一部の項目について正答率が悪化し
ていたが、知識のレベルの問題というより
は質問の内容がわかりにくいの解釈してい
る。特に大きく正答率の下がった書き2問を
みると、「スクリーニング結果は真陽性、偽
陽性、真陰性、偽陰性に分類されるが、真陽
性（対象疾患が発見された場合）以外は不利
益が伴う。」、「過剰診断は無治療のままでも

他疾患で死亡するまで症状が出現しない
「がん」を発見することに起因する不利益
であり、高齢者に特異的なものである。」に
ついては質問内容が長い上に、どこがポイ
ントなのかがわかりにくくなってしまって
いる。実際のe-learningの評価のための質問
にする際には単純な質問とする必要がある。 
 
E．結論 
 本研究により、当研究班で作成したe-
learningの受講をすることにより、検診の利
益・不利益に関する知識が習得できること
が確認できた。 
 
F．健康危険情報 
 本研究では人体から採取された試料はも
ちいない。 
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ルス感染症による住民がん検診の受診
者数への影響. 第81回日本公衆衛生学
会総会 口演（20221009）甲府 

8) 岡田結子、高橋宏和、雑賀久美子、渋谷
克彦. 国内契約健診機関の「がん検診
精度管理」実態把握と職域における課
題の検討. 第81回日本公衆衛生学会総
会 口演（20221009）甲府 

9) 齋藤英子、堀芽久美、大久保亮、小手森
綾香、街勝憲、清水陽一、高橋宏和. 乳
がんサバイバーにおける身体活動介入
の費用対効果：マイクロシミュレーシ
ョン研究. 第81回日本公衆衛生学会総
会 ポスター（20221008）甲府 

10) 高橋宏和. がん検診精度管理における
基準値の変更について. 第63回日本人
間ドック学会学術大会 要望講演（202
20902）Web 

11) 高橋宏和. 新型コロナウイルス感染症

によるがん検診への影響. 第61回日本

消化器がん検診学会総会 パネルディ

スカッション（20220610）Web 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
 なし 
2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
 なし 


